
広島市水道局物品、役務等の契約に係る入札等に関する情報の公表要領 

 

（平成１８年１１月１日制定・令和６年３月２８日最終改正） 

（趣旨） 

第１条 この要領は、水道局発注の物品の売買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務の契約（広

島市水道局建設工事等発注見通し及び請負経過公表要領（平成８年４月１日制定）の対象となる契

約を除く。）に係る入札等に関する情報を公表するに当たり、その取扱いについて必要な事項を定め

るものとする。 

（公表対象とする契約） 

第２条 この要領により公表の対象とする契約は、次のとおりとする。 

⑴ 一般競争入札又は指名競争入札（以下｢競争入札｣という。）に付する契約 

⑵ 地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号。以下「施行令」という。）第２１条の１３

第１項第２号から第９号まで（同項第３号及び第４号を除く。）の規定又は地方公共団体の物品等

又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第１１条第１項第１号から第３号までの規定による

随意契約（契約行為そのものを秘密にする必要があるものを除く。） 

⑶ 広島市水道局契約規程（昭和３９年広島市水道局規程第８号）第２４条の２第１号及び第２号

の規定による随意契約のうち、オープンカウンター方式（物品の買入れ又は製造の請負の発注に

ついて、広島市競争入札参加資格者名簿に登録されている市内業者を対象として、事前に調達案

件に係る見積もり依頼の内容等を公表し、特定の日時において任意に見積書を提出させて、競争

の上で最低価格者を決定する契約方法）によるもので、電子入札システムを使用するもの 

 （公表の方法） 

第３条 この要領により公表する入札等に関する情報の公表方法は、広島市水道局ホームページ（広

島市調達情報公開システムを含む。以下同じ。）への掲載によるものとする。ただし、広島市水道局

ホームページへの掲載ができないものについては、簿冊等による閲覧とする。 

（公表の内容等） 

第４条 公表の内容及び期間は、簿冊等による場合にあっては別表１のとおりとし、広島市水道局ホ

ームページによる場合にあっては別表２のとおりとする。 

２ 第２条各号に掲げる契約に係る入札の執行又は見積書の徴取の結果調書（入札調書、見積調書そ

の他これらに類する調書をいい、広島市調達情報公開システムの結果詳細において表示されるもの

を含む。以下「入札調書等」という。）には、別表３により必要な事項を表示するものとする。 

（閲覧の場所及び方法） 

第５条 第３条ただし書の規定により簿冊等の閲覧を行う場所は、財務課とする。 

（委任規定） 

第６条 この要領に定めるもののほか、入札等に関する情報の公表に当たり必要となる事項について

は、財務担当部長が別に定める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この要領は、平成１８年１１月１日から施行し、同日以後に契約の申込みの誘引を行う契約につ

いて適用する。 

（広島市水道局製造の請負並びに物品の売買、借入及び修繕並びに委託業務に係る入札結果等の公

表実施要領の廃止等） 

２ 広島市水道局製造の請負並びに物品の売買、借入及び修繕並びに委託業務に係る入札結果等の公

表実施要領（平成８年７月１日施行）は、廃止する。 

３ この要領の施行前に契約の申込みの誘引を行った契約に係る入札結果等の公表については、前項

の規定による廃止前の広島市水道局製造の請負並びに物品の売買、借入及び修繕並びに委託業務に

係る入札結果等の公表実施要領（平成８年７月１日施行）は、なお効力を有する。 



附 則 

この要領は、平成１９年１月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日等） 

 この要領は、平成１９年４月１日から施行し、同日以後に契約の申込みの誘引を行う契約について

適用する。 

附 則 

 （施行期日等） 

この要領は、平成２１年６月１日から施行し、同日以後において締結する契約について適用する。 

附 則 

 （施行期日等） 

この要領は、平成２３年４月１日から施行し、同日以後において締結する契約について適用する。 

附 則 

 この要領は、平成２４年２月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、平成２５年１月１日から施行する。 

２ 改正後の広島市水道局物品、役務等の契約に係る入札等に関する情報の公表要領は、この要

領の施行の日（以下「施行日」という。）以後において契約の申込みの誘引を行い、業務の履行

期間の始期が平成２５年４月１日以後の入札案件について適用し、施行日前に契約の申込みの

誘引を行った入札案件及び施行日以後において契約の申込みの誘引を行い、業務の履行期間の

始期が平成２５年３月３１日以前の入札案件については、なお従前の例による。 

附 則 

 この要領は、平成２９年８月２８日から施行する。 

附 則 

 （施行期日等） 

この要領は、令和６年４月１日から施行し、同日以後において締結する契約について適用する。 

 



別表１（帳簿等による閲覧を行うもの）（第４条関係） 

公表対象  公表事項 公表期間 公表方法 

競争入札及

び随意契約

（以下｢競

争入札等｣

という。）を

行う前の公

表（以下｢事

前公表｣と

いう。） 

指名競争入札

に付するもの 

① 品名、件名又は

業務名 

② 入札予定日時 

指名業者に対して指名

通知を行い、速やかに閲覧

に供することのできる状

態にした時から契約締結

の日まで 

原則として、

指名競争入札に

付する前の入札

調書の写しを閲

覧に供する。 

第２条第２号

の随意契約を

締結するもの 

① 品名、件名又は

業務名 

② 見積書の徴取予

定日時 

業者に対して見積書の

徴取の通知を行い、速やか

に閲覧に供することので

きる状態にした時から契

約締結の日まで 

原則として、

見積書を徴取す

る前の見積調書

の写しを閲覧に

供する。 

競争入札等

を行った後

の公表（以

下｢結果公

表 」 と い

う。） 

競争入札に付

したもの（施行

令第１６７条

の２第１項第

８号又は第９

号の規定によ

る随意契約（以

下｢不落随契」

という。）を締

結した場合を

含む。） 

① 品名、件名又は

業務名 

② 入札業者名及び

入札金額 

③ 落札業者名及び

落札金額（不落随

契の場合は、決定

業者名及び決定金

額） 

④ 入札日時 

契約締結後、速やかに閲

覧に供することのできる

状態にした時からその日

の属する年度の翌年度の

末日まで。 

ただし、再度公告入札又

は再度通知入札（以下「再

度公告入札等」という。）

を行う場合における初度

の競争入札に係る結果公

表については、当該初度の

競争入札を行った日の翌

日から再度公告入札等を

行う日までとする。 

原則として、

入札執行を担当

した課等の長が

押印する前の入

札調書の写しを

閲覧に供する。 

第２条第２号

の随意契約を

締結したもの 

① 品名、件名又は

業務名 

② 見積業者名 

③ 見積金額及び決

定金額 

④ 見積書の徴取日    

時 

⑤ 随意契約による

こととした理由 

原則として、

見積書を徴取し

た課等の長が押

印する前の見積

調書の写し等を

閲覧に供する。 

（注） 別表１は、広島市水道局ホームページにおいて入札等に関する情報を公表することができな

い契約について適用するものとする。 



別表２（広島市水道局ホームページへの掲載を行うもの）（第４条関係） 

公表対象  公表事項 公表期間 備考 

競争入札等

の事前公表 

一般競争入札

に付するもの 

① 契約担当課 

② 件名又は業務名 

③ 公告日 

④ 納入場所又は履行場

所 

⑤ 納期、契約期間又は

履行期間 

⑥ 予定価格（消費税及

び地方消費税に相当す

る額を控除した金額） 

⑦ 調達概要又は業務概

要 

⑧ 業種 

⑨ 紙・電子区分 

⑩ 入札方式 

⑪ 入札書受付期間 

⑫ 入札予定日時（電子

入札にあっては、開札

予定日時） 

⑬ 入札公告 

⑭ その他契約担当課長

が別途定めるもの 

入札公告を行った

日から同日の属する

年度の翌年度末まで 

⑥ に つ い て

は、広島市水道

局物品売買等に

係る予定価格等

公表実施要領

（以下「予定価

格等公表要領」

という。）に基づ

き、予定価格を

事前公表するも

のに限る。 

指名競争入札

に付するもの 

① 契約担当課 

② 件名又は業務名 

③ 指名通知をした日 

④ 納入場所又は履行場

所 

⑤ 納期、契約期間又は

履行期間 

⑥ 調達概要又は業務概

要 

⑦ 業種 

⑧ 紙・電子区分 

⑨ 入札方式 

⑩ 入札予定日時（電子

入札にあっては開札予

定日時） 

⑪ その他契約担当課長

が別途定めるもの 

指名業者に対して

指名通知を行った日

から同日の属する年

度の翌年度末まで 

 



 

公表対象 公表事項 公表期間 備考 

競争入札等

の事前公表 

第２条第２号

の随意契約を

締結するもの 

① 契約担当課 

② 件名又は業務名 

③ 見積り依頼日 

④ 納入場所又は履行場

所 

⑤ 納期、契約期間又は

履行期間 

⑥ 調達概要又は業務概

要 

⑦ 業種 

⑧ 紙・電子区分 

⑨ 入札方式 

⑩ 見積書の徴取予定日

時 

⑪ その他契約担当課長

が別途定めるもの 

業者に見積書の徴

取の通知を行い、速や

かに閲覧に供するこ

とのできる状態にし

た時からその日の属

する年度の翌年度末

まで 

 

第２条第３号

の随意契約を

締結するもの 

① 契約担当課 

② 件名 

③ 見積り依頼日 

④ 納入場所 

⑤ 納期 

⑥ 調達概要 

⑦ 業種 

⑧ 紙・電子区分 

⑨ 入札方式 

⑩ 見積書受付期間 

⑪ 見積書の徴取予定日

時（電子入札にあって

は見積合わせ実施予定

日時） 

⑫ その他契約担当課長

が別途定めるもの 

業者に見積書の徴

取の通知を行い、速や

かに閲覧に供するこ

とのできる状態にし

た時からその日の属

する年度の翌年度末

まで 

 



 

公表対象 公表事項 公表期間 備考 

競争入札等

の結果公表 

競争入札に付

したもの（不落

随契を締結し

た 場 合 を 含

む。） 

① 契約担当課 

② 件名又は業務名 

③ 納入場所又は履行場

所 

④ 入札方式 

⑤ 調達概要又は業務概

要 

⑥ 予定価格（消費税及

び地方消費税に相当す

る額を控除した金額） 

⑦ 調査基準価格又は最

低制限価格（消費税及

び地方消費税に相当す

る額を控除した金額） 

⑧ 業種 

⑨ 納期、契約期間又は

履行期間 

⑩ 紙・電子区分 

⑪ 開札日時 

⑫ 落札状況 

⑬ 落札業者名及び落札

金額（不落随契の場合

は、決定業者名及び決

定金額） 

⑭ 入札業者名及び入札

金額 

⑮ その他契約担当課長

が別途定めるもの 

開札の結果決定後、

速やかに公表し、その

時からその日の属す

る年度の翌年度末日

まで。 

ただし、再度公告入

札等を行った場合に

おける初度の競争入

札に係る結果公表に

ついては、当該初度の

競争入札を行った日

の翌日から再度公告

入札等を行う日まで

とする。 

⑥ に つ い て

は、予定価格等

公表要領に基づ

き、予定価格を

事前公表又は事

後公表するもの

に限る。ただし、

契約の相手方が

決定しなかった

場合は公表しな

いものとする。 

⑦ に つ い て

は、予定価格等

公表要領に基づ

き、調査基準価

格又は最低制限

価格を事後公表

するものに限

る。ただし、契

約の相手方が決

定しなかった場

合は公表しない

ものとする。 

第２条第２号

の随意契約を

締結したもの 

① 契約担当課 

② 件名又は業務名 

③ 納入場所又は履行場

所 

④ 入札方式 

⑤ 調達概要又は業務概

要 

⑥ 業種 

⑦ 納期、契約期間又は

履行期間 

⑧ 紙・電子区分 

⑨ 見積書の徴取日時 

⑩ 決定状況 

⑪ 決定業者名及び決定

金額 

⑫ 見積業者名及び見積

金額 

⑬ 随意契約によること

とした理由 

⑭ その他契約担当課長

が別途定めるもの 

見積り合わせの結

果決定後、速やかに公

表し、その時から見積

り合わせの実施日の

属する年度の翌年度

末日まで 

 



 

公表対象 公表事項 公表期間 備考 

競争入札等

の結果公表 

第２条第３号

の随意契約を

締結したもの 

① 契約担当課 

② 件名 

③ 納入場所 

④ 入札方式 

⑤ 調達概要 

⑥ 業種 

⑦ 納期 

⑧ 紙・電子区分 

⑨ 見積書の徴取日時

（電子入札においては

見積り合わせ実施日

時） 

⑩ 決定状況 

⑪ 決定業者名及び決定

金額 

⑫ 見積業者名及び見積

金額 

⑬ その他契約担当課長

が別途定めるもの 

見積り合わせの結

果決定後、速やかに公

表し、その時から見積

り合わせの実施日の

属する年度の翌年度

末まで 

 

（注） 別表２は、広島市水道局ホームページにおいて入札等に関する情報を公表することができる

契約（契約事務システムを使用する契約等）について適用するものとする。 

 



別表３（第４条関係） 

区   分 記載事項 記載位置 

⑴ 契約の相手方が決定した場合（次号、第３号、第８

号及び第９号の場合を除く。） 
決定 

決定金額の右横

又は上 

⑵ くじにより落札者を決定した場合 
決定くじ 

決定金額の右横

又は上 

⑶ 競争入札に付したものの落札者がなかったため、当

該競争入札の執行を打ち切り、施行令第１６７条の２

第１項第８号の規定に基づき、随意契約により契約の

相手方を決定した場合 

不落随契（見積金

額も記入するこ

と。） 

随意契約の相手

方の見積金額の

上 

⑷ 契約の相手方が決定しなかった場合 打切り 

最低価格の入札

金額の右横又は

上 

⑸ 入札又は見積りが無効の場合 無効 
入札金額又は見

積金額の記載欄 

⑹ 入札又は見積りを辞退する旨を表明した場合（辞退

届を提出した場合を含む。） 
辞退 

入札金額又は見

積金額の記載欄 

⑺ 入札又は見積りを辞退する旨を表明することなく、

当該入札又は見積りを行わなかった場合 
不参加 

入札金額又は見

積金額の記載欄 

⑻ 低入札価格調査の結果に基づき、契約の相手方を決

定した場合（次号の場合を除く。） 
決定低入 

決定金額の右横

又は上 

⑼ 同価格のため、くじ引きにより低入札価格調査を行

う順番を決定し、低入札価格調査の結果に基づき、契

約の相手方を決定した場合 

決定低入くじ 
決定金額の右横

又は上 

⑽ 低入札価格調査の結果に基づき、契約の相手方とし

なかった場合 
不落低入 

当該金額の右横

又は上 

⑾ 落札者を決定するまでの間に、入札参加資格を喪失

した場合（一般競争入札参加資格確認申請書又は入札

参加資格の確認に必要な書類に虚偽の記載をしたこ

とが判明した場合を含む。） 

資格喪失 
入札金額又は見

積金額の記載欄 

備考１ 広島市契約事務システムを使用して入札調書等を作成又は表示する場合における記載位置に

ついては、当該システム（広島市調達情報公開システムを含む。）により印字又は表示される位

置とする。 

  ２ 低入札価格調査の結果、落札者としなかった者がある場合には、その理由を入札調書に記載

し、又は当該理由を記載した書面を添付するものとする。 

３ 入札の執行又は見積書の徴取を所管する課長は、第１号から第４号まで、第８号及び第９号

に該当する場合は、その入札調書又は見積書の上記表による記載事項の右横に押印するものと

する。 

 


